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添付資料 4 

全数推定と標本設計の方法 

 

標本設計にあっては、業種区分ごとに層化を行い、各層から標本を抽出する。 
 各企業における建築物リフォーム・リニューアル工事の受注額及び件数に係る母集団情報がないため、

層化に当たっては、本調査の母集団名簿となる建設工事施工統計から把握できる情報によって層別にす

る必要がある。そこで、試験調査の「建築物リフォーム・リニューアル工事の受注額」及び「建築物リ

フォーム・リニューアル工事の受注件数」と、建設工事施工統計調査の「建築工事・建築設備工事の年

間完成工事高」を比較したところ、相関があることが分かった。 
 そのため、全数推定と標本設計は以下のようにする。 
 ただし、この方法は、適宜見直していく必要がある。 

 

１．総受注額の推定方法 

 表１のとおり、母集団を業種及び施行統計調査の「建築工事・建築設備工事」の完成工事高によって

Ｌ層に層化する。 

 h層における企業数を hN 、標本の受注高平均を hm とすると、 

 総受注額の推定値 X̂ は、 ¦ 
 

L

h
hhmNX

1

ˆ  

 標本の受注件数平均を hk とすると、 

 総受注件数の推定値Ŷ は、 ¦ 
 

L

h
hhkNY

1

ˆ  

 

表１ 

階層 母集団 標本（企業） 

業

種 

施工統計調査の 

「建築工事・建築設備工

事」の年間完成工事高 

（住宅または非住宅） 

企業数 

R･R 

総受注件数 

（推定） 

R･R 

総受注高 

（推定） 

企業数 

R･R 

受注件数 

平均 

R･R 

受注高 

平均 

○万円以上～ 

○万円未満 
1N  11kN  11mN  1n  1k  1m  □

□

業 
○万円以上～ 

○万円未満 
2N  22kN  22mN  2n  2k  2m  

○万円以上～ 

○万円未満 
・ ・ ・ ・ ・ ・ ○

○

業 
○万円以上～ 

○万円未満 
hN  hhkN  hhmN  hn  hk  hm  

○万円以上～ 

○万円未満 
・ ・ ・ ・ ・ ・ ●

●

業 
○万円以上～ 

○万円未満 LN  LLkN  LLmN  Ln  Lk  Lm  

※ R･R ： 建築物リフォーム・リニューアル工事 
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２．個別工事の内容の全数推定方法 
  

 個別工事については、調査対象企業に各月の最初の受注工事を 2件記入してもらう。 

  

 (1)工事内容の項目毎の受注高を推計する場合 

   個別の元請工事内容から、h層の受注高の合計は、 ¦
¦ i

hi

i
hi

hh x
y
kN  

ここで、元請受注高と個別の元請工事内容のそれぞれから推計した各層の受注高には誤差が生じ

るため、係数 ia で修正する。すなわち、 ii
i

hi

i
hi

hh
i mNx

y
kNa  

¸̧
¸

¹

·

¨̈
¨

©

§
¦

¦
u  

  このとき、h層の項目 iの総受注高の推計値を hiX とすると、 hi

i
hi

hh
ihi x

y
kNaX

¦
  

  項目 iの総受注高の推計値は、 ¦
 

L

h
hiX

1
 

 (2)個別工事項目の工事件数を推定する場合 

 h層の項目 iの総受注件数の推計値を hiY とすると、 hi

i
hi

ii
hi y

y
kNY

¦
  

 項目 iの総受注件数の推計値は、 ¦
 

L

h
hiY

1
 

 
表２ 

階層 母集団 標本（個別工事） 

業

種 

施工統計調査の 

「建築工事・建築設備工

事」の年間完成工事高 

（住宅または非住宅） 

企業

数 

R･R 

総受注

件数 

（推定） 

R･R 

総受注

高 

（推定） 

ある項

目の総

受注件

数 

（推定） 

ある項

目の総

受注 

高（推

定） 

ある項

目の受

注件数

計 

ある項

目の受

注高計 

個別工

事の件

数計 

○万円以上～ 

○万円未満 1N  11kN  11mN  iY1  iX1  iy1  ix1  ¦
i

iy1  □

□

業 
○万円以上～ 

○万円未満 
2N  22kN  22mN  iY2  iX 2  iy2  ix2  ¦

i
iy2  

○万円以上～ 

○万円未満 
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ○

○

業 
○万円以上～ 

○万円未満 hN  hhkN  hhmN  hiY  hiX  hiy  hix  ¦
i

hiy  

○万円以上～ 

○万円未満 
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ●

●

業 
○万円以上～ 

○万円未満 
LN  LLkN  LLmN  LiY  LiX  Liy  Lix  ¦

i
Liy  

※ R･R ： 建築物リフォーム・リニューアル工事 
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３．標本設計方法 

 

本調査では、建築物リフォーム・リニューアル工事の元請総受注件数・総受注額と個別の元請工事内

容を調査している。 
個別の元請工事内容については、調査対象企業に各月の最初の受注工事を２件記入してもらうことか

ら、受注件数の多い企業においては、全受注件数に対する回答する件数の割合が、受注件数の少ない企

業と比べて低くなることになる。 

そこで、個別の元請工事内容について建築物リフォーム・リニューアル工事の件数を均等に抽出し、

リフォーム・リニューアル全体の状況を的確に把握するため、企業を階層化し、建築物リフォーム・リ

ニューアル工事の受注件数の大小を考慮した上で、サンプルを集める。 
 
建築リフォーム・リニューアル工事の受注件数と建設工事施工統計調査の建築工事・建築設備工事の

年間完成工事高には相関があることから、建築工事・建築設備工事の年間完成工事高の大小によって調

査対象を層化した上で、リフォーム・リニューアル工事の受注件数 hhMN を推定し、抽出率 pで均等に

抽出できるように標本設計を行う（表３参照）。 
ここで、調査対象企業に各月の最初の受注工事を２件ずつ６か月分記入してもらうことから、一企業

当たりの個別工事の回答予想数 ha を以下のようにする。 
 

hh Ma   （ 12�hM のとき） 

12 ha  （ 12 hM のとき） 

12 ha  （ 12!hM のとき） 

したがって、各層の必要な企業数は、
h

hh

a
MpN
となる。 

 ここで、上記の方法で標本抽出した場合の、総受注額の全数推定値の標準誤差を算出し、必要な標本

企業数を決める。 

 h層の標本の受注高の分散を 2
hs とすると、 

 総受注額の推定値の誤差分散 )(XV
)
は、 ¦

 

�
 

L

h
h

h

hhh s
n

nNNXV
1

2)()ˆ(  

 ここで、受注額推定値に対する、信頼水準 95％に対する信頼区間の割合が± rとなるように標本設計

を行う。すなわち、
� �

r
X

XV
 ˆ

ˆO
 

 目標精度をみたす抽出率 pによって、必要な企業数が決まる。 

  

さらに、目標回収率を考慮して、h層の調査客体数
hh

hh

Pa
MpN 100
x を算出する（表４）。 
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表３ 

階層 母集団 

業種 

施工統計調査の「建築

工事・建築設備工事」

の完成工事高 

企業

数 

総受注 

件数 

試験調査から 

算出した一企

業当たりの 

R･R 受注件数 

必要な個別の

元請工事件数

（抽出率：p） 

一企業 

当たり

の回答 

予想数 

必要な 

企業数 

□□業 ○万円以上～○万円未満 1N  11MN  1M  11MpN  1a  
1

11

a
MpN
 

  ○万円以上～○万円未満 2N  22MN  2M  22MpN  2a  
2

22

a
MpN
 

○○業 ○万円以上～○万円未満 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

  ○万円以上～○万円未満 hN  hhMN  hM  hhMpN  ha  
h

hh

a
MpN
 

●●業 ○万円以上～○万円未満 ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

  ○万円以上～○万円未満 LN  LLMN  LM  LLMpN  La  
L

LL

a
MpN
 

※ R･R ： 建築物リフォーム・リニューアル工事 

 
 

表４ 

業種 
施工統計調査の 

「建築工事・建築設備工事」

の完成工事高 
必要な企業数 目標回収率

（％） 調査客体数 

○万円以上～○万円未満 
1

11

a
MpN
 1P  

11

11 100
Pa

MpN
x  

□□業 

○万円以上～○万円未満 
2

22

a
MpN
 2P  

22

22 100
Pa

MpN
x  

○万円以上～○万円未満 ・ ・ ・ 

○○業 
○万円以上～○万円未満 

h

hh

a
MpN
 hP  

hh

hh

Pa
MpN 100
x  

○万円以上～○万円未満 ・ ・ ・ 

●●業 
○万円以上～○万円未満 

L

LL

a
MpN
 LP  

LL

LL

Pa
MpN 100
x  

※必要な調査客体数に満たない層においては、全数を対象とする。 
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４．標本の計算 

  
（１）層化 
層化は、以下のとおり行う。 
・ 一般土木建築業と建築工事業以外の業種は２層に分ける。 
・ 一般土木建築業は、特に受注件数が多い企業があるため、３層に分ける。 
・ 建築工事業は、他業種に比べて受注件数が多いため、５層に分ける。 

 
（２）目標回収率 
目標回収率は、前回調査の結果を基に設定する。ただし、最初の調査は、試験調査の結果を基に

設定する。 
 
（３）住宅 

rの目標値を 15％程度とし、試験調査の結果を基に必要な調査客体数を算出すると、2044社とな
った。 

 
（４）非住宅 
表６のとおり層化を行った。 
rの目標値を 15％程度とし、試験調査の結果を基に必要な調査客体数を算出すると、調査客体数

は、2960社となった。 
 
（５）結論 
 調査客体数はきりのよい数字とし、住宅 2000社、非住宅 3000社の合計 5000社とする。 


